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道私大教連が道知事選候補各陣営に要請 
－学費負担軽減策等を求めて－ 

 

道私大教連は、北海道知事選挙（4月 7日投開票）の告示を前にした 3月 19日。 

同選挙候補の各陣営に対し、道として学費負担の軽減や若者の雇用改善策の充実を求める要請を行いまし

た。「要請書」は次の通りです。 

 

          学費・奨学金の負担軽減と若者の雇用改善を求める要請書 

 

                                北海道私立大学教職員組合連合 

 

 日頃、北海道私大教連(9単組、8大学・1短大による純中立の組合)の活動に、ご理解とご協力を賜り感

謝申し上げます。 

 今回、知事選において、立候補を予定されている（  ）様に、つぎのような趣旨で要請いたします。 

去る 2012年、日本政府は国際人権規約の「中等・高等教育の段階的無償化」を定めた条項の留保を撤回

し、批准しました。 

奨学金をめぐる問題では、「奨学金破産」が社会的に注目を集める中、2017年度から日本でもようやく給

付型奨学金制度がスタートしました。また、安倍政権は「高等教育の無償化」を打ち出し、授業料の無償

化や給付制奨学金の拡充を打ち出しています。しかし、無償化及び給付型奨学金の対象となる学生は極め

て限定的であり、残念ながら「無償化」とは程遠い中身と言わざるを得ません。 

この間、いくつかの自治体が給付制奨学金や、国の地方創生・奨学金返還支援制度を受けて 32府県で制

度化しています。例えば、2017年度からは青森県と岐阜県が独自の奨学金返済支援制度を創設など、奨学

金問題の解決に向けた動きは徐々に広がっています。しかし、北海道では、まだ、その制度ができており

ません(札幌市や深川市等で支援制度があります)。そのような制度の早期の実現が求められます。 

さらに、世界的に見ても高水準の日本の学費負担を軽減するためには、国の高等教育予算の増額による

授業料の引き下げと給付制奨学金の抜本的拡充が求められます。 

今、アルバイトに追われ学業に専念できない学生も数多くいます。2018年 3月に発表された北海学園大

学教育開発運営委員会「2017年度学生生活実態調査報告書」のアンケート調査（2017年）では、アルバイ

トをしている学生は 7 割を超えており、アルバイトなしでは学生生活が成り立たない実態が明らかになっ

ています。加えて、アルバイトをした学生のうち、約３割が「学業等への支障」があったと回答しており、

そのうち「授業」や「試験勉強」に支障が生じたとの回答が多く寄せられていることは極めて重大です。

また、学生・保護者にとって礼金・敷金や家賃などの下宿費用も、大きな負担となっており生活費を圧迫

しています。 
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平均 300 万円、大学院進学者では 800 万円ともいわれる奨学金の返済は、青年労働者に過大な負担とな

っています。非正規労働の拡大が、正規雇用の労働条件も悪化させ、いわゆる「ブラック企業」が蔓延し

ています。低賃金・長時間労働が青年の生活悪化をもたらし、奨学金返済がそれに拍車をかけていること

も重大です。 

学費・奨学金問題の解決と若者の雇用環境の改善は、今後の北海道経済や地域社会の発展を図る上でも

全世代に共通する重要な課題です。私たちは、誰もが安心して学び、働けるよう、北海道政が以下の項目

について、貴殿が知事になられたなら、その先頭にたって取り組んでいただきますよう要請します。 

ご回答を頂戴することが出来ましたら、構成単組等へ公開したく存じます。 

（できましたら 3月 26日頃までにいただきたく、よろしくお願いします。） 

 

要請項目 

 

1  高等教育予算の抜本的な増額を国に要請すること。合わせて、学費を引き下げ、学生・保護者の負担

軽減を図ること。 

2  高等教育における道独自の給付制奨学金の創設・拡充や、道として奨学金返済支援制度の早期の創設

を図るとともに、有利子奨学金に対する利子補給制度を創設すること。 

3  家賃補助や道の公営住宅の空き室の有効活用など、行政主導による安価で安全・安心な下宿先の確保・

提供を行なうこと。 

4  若者の生活実態を含めた働き方の実態調査を定期的に実施すること。また、全ての高校生、大学生を

対象に働くルールや相談窓口の周知、活用のための対策を講じるとともに、学生の身分を尊重しない

働かせ方である「ブラックバイト」や、労働法を無視する「ブラック企業」を根絶するための実効あ

る措置を講じること 

5 企業の新卒採用について、学業に支障をきたさないような適切なルールを設けるよう国へ働きかけるこ

と。 

 

道私大教連の市川副委員長・小松書記長・寺本書記次長の 3 名が石川・鈴木の両陣営を訪問し、事務所関

係者に要請事項を説明。手渡しました。 

石川候補から回答が届く 

要請書では「できるだけ 3月 26日までにご回答を」としていたところ、石川知裕（ともひろ）候補の事務

所から回答書が届きましたのでそのまま掲載します。 

北海道私立学校教職員組合連合 

執行委員長 片山 一義 様 

石川ともひろ 事務所 

 

学費・奨学金の負担軽減と若者の雇用改善を求める要請書に対する回答について 

 

時下ますますご清祥の段、お慶び申し上げます。平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

石川ともひろは、現在、全道を駆け巡っている最中であり、回答が遅くなり大変申し訳ございません。ま

た、ご要望に対し真摯に回答させていただきましたが、時間も無いことから不十分な点があるかもしれま

せん。その点についてもどうかご容赦ください。 

 



3 

 

< 回 答 > 

まずもって、未来を担う若者の教育にご尽力されている皆さまに心から敬意を表します。いただいたご要

望には共感するところです。 

経済格差が教育格差に、そして、人生選択に大きな影響を与えていることを大変憂慮しています。誰もが

安心して学べるよう、高等教育にかかる予算や学費の課題について、学生の実態について調査を行いなが

ら、しっかり国に対して問題を提起したいと思います。私の公約「北海道独立宣言」にも記載しておりま

が、まずは、奨学金返済を支援する「北海道で働く若者応援奨学金返還事業」を実施したいと思います。 

学生の住居の確保については、現在、札幌市が北星学園大学と協定を結び、「学生への市営住宅供給事業」

を実施していると伺っておりますが、こうしたモデルなども参考にさせていただくとともに、道営住宅の

空き状況なども考慮しながら、北海道としてできることを考えたいと思います。 

学生の働き方については、ワークルール教育の推進はもちろんですが、いわゆるブラックバイト対策とし

て、道庁と大学・高校、アルバイト情報誌が協定を結び、適正な労働条件で学業に影響を及ぼさない就業

先を学生に紹介できる仕組みを考えます。就職活動については適切なルールとなるように関係各所へ求め

たいと思います。                                 以 上 

 

引き続き要請行動を展開 

鈴木道知事候補からは回答があり次第、改めて皆様へお知らせすることとします。 

道私大教連「私大助成推進部」は引き続き、札幌市長選の候補等への要請や、選挙後にも各議会関係者、

政党等との懇談、要請を継続展開する予定です。 

「春の私大助成署名」2019請願書が確定 

毎年、粘り強く全国で共同して取りくんでいる「春の署名」請願事項等が確定しました。 

5 月中に道私大教連、道私大助成推進協議会として情宣資料、請願署名用紙を作成し、各大学での旺盛な

運動を呼びかけます。 

次の通り 2019年度の請願事項を掲載、お知らせします。 

 

2019 私立大学生の学費負担の大幅軽減と私大助成の増額をもとめる国会請願 

 

【 請願事項 】 

1．私立大学生の学費負担を軽減するため、以下の施策を速やかに実施してください。 

  ① 高校で実施されている「就学支援金制度」を大学生にも拡大してください。 

  ② 学生の学ぶ権利を保障する観点から、大学の学費無償化に向けた計画を立案してください。 

2．現行の奨学金制度について、以下の施策を速やかに実施してください。 

  ① 給付型奨学金の給付額と対象人数を増やしてください。 

② 無利子奨学金の貸与基準を見直し、希望者全員が受給できるようにしてください。 

③ 所得連動返還型奨学金制度を改善・拡充してください。 

3．私立大学の経常的経費の 2分の 1を補助するよう私大助成を増額してください。 

 

 

＊この組合ニュースは組織内で自由に転送、ご活用ください。（紙媒体で選挙活動用には使用できません。） 


